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研究成果の概要（和文）：本研究課題は、１系（ゲノム編集の利用をめぐるガバナンス形成上の課題抽出）と２
系（地域・産業特性を考慮した参加型手法の設計と実践）に分かれる。１系では、ゲノム編集の利用動向を調査
すると共に、一般消費者と研究者に対して意識調査を実施した。農業利用に対しては期待が大きい判明、懸念も
存在し、規制や表示が望ましいとされている。２系では、消費者を対象としてゲノム編集作物に関するグループ
ディスカッションを実施した。得られた知見としては、DNAを操作するという点では、遺伝子組換え技術と大き
な違いはないとみられている点、リスクもベネフィットも共に大きいと認識されている点、表示を望む意見が多
い点などがあげられる。

研究成果の概要（英文）：This research project is divided into two parts; (1) extraction of problems 
in the formation of governance concerning the use of genome editing, (2) design and practice of 
participatory method considering regional and industrial characteristics. The results are as 
follows. In the 1st part, interviews were conducted with stakeholders involved in the use of genome 
editing, and web questionnaire surveys were conducted for general consumers and researchers. There 
are high expectations and concerns about the agricultural use of genome editing, and regulation and 
labeling are considered desirable. In the 2nd part, group discussions on genome edited crops were 
conducted for consumers living in Hokkaido.The findings show that there is no significant difference
 between genome editing and genetic modification in terms of manipulating DNA, and it is recognized 
as having large risks and large benefits simultaneously. Many participants expressed their voices to
 require labeling on gene-edited food.

研究分野： 社会経済農学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ゲノム編集技術由来の食品に関する規制上の位置づけをめぐる国内方針が明確になる中で、現在、届出方式の運
用や消費者意識が大きな関心を集めつつある。こうしたゲノム編集技術をめぐるガバナンスのあり方や消費者・
研究者の認識を明らかにしたことは本研究における重要な社会的意義と考えられる。研究結果が示すところによ
れば、消費者は新技術に対して一定の懸念を有しているものの、期待も大きい。しかし、少なくともゲノム編集
作物の社会導入初期に関しては、表示や情報提供のあり方なども含めて、慎重な取り扱いが望ましいと考えられ
ている。また研究者と消費者の認識には、知識や考え方の面で大きな隔たりが存在する点に留意すべきである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
ゲノム編集技術（genome editing）とは、新しい育種技術（new breeding techniques）と

して論じられる新技術のひとつであり、様々な手法により遺伝子を改変（塩基配列の除去や置
換）するものである。人工タンパクや設計した RNA を導入することでゲノムを改変する技術
（ZFN や TALEN、CRISPR/Cas9 など）が近年開発され、その画期的技術革新に広く注目が
集まりつつあった（Lusser et al. 2011）。ゲノム編集技術では、組換え DNA 技術を利用しなが
らも、新規外来遺伝子の導入を行わず、内在遺伝子のみを改変するものも多いことから（SDN-1
や SDN-2 などと呼ばれる）、遺伝子組換え生物としての規制が及ぶかどうか曖昧であり、世界
的に議論されている。またこれらの技術を用いて作出された食品の検知や同定（人工変異か自
然変異かを特定）も困難になることから、開発者の情報開示が必要と想定されるなど、この技
術の利用と管理には、研究段階から利用者までの関係者間の連携が不可欠である。しかし、こ
うした製品をめぐるガバナンスに関する議論は、本課題申請時点では、ほとんどなされていな
かった。またこれら新技術を用いて作出された食品に対する消費者の意識に関しても、把握さ
れたことはなかった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、上記に述べたように近年急速に研究開発が進みつつあるゲノム編集技術に

着目し、①この新技術利用をめぐるガバナンス形成に向け、研究開発および政策動向を把握し
つつ、主要ステークホルダーへの調査を通じて課題を抽出すると共に、②参加型手法を具体的
場で実践することにより、農業・食品産業への利用をめぐる合意基盤を解明することにある。 
ガバナンス形成においては、具体的な地域や産業を考慮することで、より課題が明確になる

と考えられ、北海道や茨城県などの農業を事例として参加型手法を実施することで課題に迫る。 
 
３．研究の方法 
 
本研究課題は、１系（ゲノム編集の利用をめぐるガバナンス形成上の課題抽出）と２系（地

域・産業特性を考慮した参加型手法の設計と実践）に分かれる。 
 １系においては、ゲノム編集技術の利用をめぐる関係ステークホルダーに対してインタビュ
ー調査を行い、研究開発動向や実用化上の課題などを把握すると共に、一般消費者および研究
者に対してウェブアンケート調査を実施し、植物と動物への適用に対する意見の相違について
検討した。一般消費者に対しては 2016 年および 2018 年に実施し、研究者に対しては 2017 年に
ウェブアンケート調査を実施した。 
 ２系においては、参加型手法に関する研究動向をレビューしつつ、地域・産業特性を考慮し
た参加型手法の設計と実践を行った。具体的には北海道農業におけるゲノム編集作物の導入を
想定し、一般消費者（24 名）に対してグループディスカッションを 2018 年 3 月に実施した。
ディスカッションの記録に関しては、テキスト分析を行い、含意を引き出した。 
 
４．研究成果 
 
１）ゲノム編集をめぐる全体的動向 
ゲノム編集技術の農業・食品分野への応用に関して、フードシステムの川上から川下をカバ

ーする様々なステークホルダーに対してインタビュー調査を行うと共に、政策動向の把握を行
った。2013 年以降の CRISPR/Cas9 の開発により、研究開発は加速しているものの、食品に結び
つく研究開発に関わる企業では、過去の遺伝子組換え食品に対する消費者の懸念を背景として、
ゲノム編集技術の利用に関しては積極的に公表する状況にはなく、基本的に消費者の受容動向
がどのように推移するかを見守っている状況であることが判明した。開発企業にとっての懸念
は、このような消費者受容以外に、知的財産権の状況および規制上の位置づけが存在している。 
 政策的検討状況に関しては、欧州やアメリカなど海外におけるゲノム編集作物の規制状況を
把握すると共に、国内における検討状況についても情報収集を行った。2018 年には、欧州の方
針（ゲノム編集技術を遺伝子組換え技術と同等とみなした）やアメリカの方針（農務省の規制
からは除外）が明確になった。結果としてアメリカは推進的、EUは規制的と両者の立場は対照
的なものとなった。またアルゼンチン、ブラジルなどの南米諸国では、外来遺伝子が含まれて
いなければ規制対象外とされた。日本における規制上の位置づけも、2018 年度に環境省および
厚生労働省が検討を実施し、年度末までに方針案がとりまとめられた。日本では、南米と同様、
外来遺伝子を導入しないタイプのゲノム編集作物に関しては、規制対象外とされることが確定
した。 
 このように国毎に異なった規制方針のもとでゲノム編集作物が利用されることが国際貿易に
対してどのような影響をもたらすかに関しては、まだほとんど具体的に検討されていない。こ
の点は残された課題と考えられる。 
 
 



２）ウェブアンケート結果 
ゲノム編集に対する認識（期待や懸念、規制のあり方など）に関して、一般消費者と研究者

に対してウェブアンケート調査を実施した（実施時期は 2016 年 12 月から翌年 2月、一般消費
者に対しては 2018 年 3 月に再度実施した）。結果に関しては、立川ほか（2017）および加藤ほ
か（2017）などで公表した。 
この当時は、ゲノム編集に関して報道が少なかった時期であり、消費者の多くはほとんど聞

くことがなかった技術と考えられる。結果を端的に要約すれば、ゲノム編集に対する消費者の
期待は高いものの、懸念も高いということが調査結果から読み取れた。「食料の安定供給に役立
つ」という点に対しては 7割以上の消費者が肯定的に回答している一方で、「安全性の確認が不
十分である」という点に対しても 6割程度の消費者が肯定している。こうした期待と懸念は、
消費者と研究者との間で差が存在し、研究者の方が強い期待、控えめな懸念が示された。 
 興味深い点として、「良く理解できず何となくこわさを感じる」という点に対する消費者と研
究者との反応の違いが挙げられる。消費者は 5割近くがこの意見に肯定的であるのに対して、
研究者では 8割以上が否定的である。このような認識のギャップは何を意味しているのであろ
うか。おそらく研究者にとってはゲノム編集は単なるツールの革新であるのに対して、一般消
費者にとっては遺伝子操作技術の新たな段階を意味し、理解を超えたものと受け取られている
可能性がある。 
このような一般消費者の受け取り方の違いの背景には、研究者側の遺伝子組換え技術に関す

る過去の情報提供のあり方にも問題があったことを示唆しているように思われる。すなわち、
これまで研究者の側は、遺伝子組換え技術の実態、とくに狙い通りに遺伝子が導入される確率
が非常に低いことや、宿主 DNA のどの部分に導入されるか、正確にコントロールすることが困
難であることなど、この技術が抱えていた限界についてほとんど説明してこなかった。ゲノム
編集が登場したことが研究者にとっていかに画期的なことであるかが消費者に伝わらないのは、
当然かも知れない。 
ゲノム編集に関して研究者は、遺伝子組換え技術との相違を説明する際、外来遺伝子が導入

されるか否か、といった観点から説明することが多いが、これは規制上の位置づけを強調した
いがために提示される論点であり、テクニカルな面での異同についての説明は十分ではなかっ
たと考えられる。DNA を操作しているという点では同じであることが、消費者の反発を招きか
ねないとの懸念が、研究者に技術的説明を躊躇させている。 
また 2018 年 3月に実施したウェブアンケート調査では、前回とほぼ同じ内容の調査を消費者

に対して実施したが、これに加えて、ゲノム編集の応用に関して植物と動物（家畜）の間で違
いがあるかどうか確認した。結果として家畜への応用に対してやや否定の度合いが高まること
が明らかになった。その含意に関しては今後の検討課題である。 
 
３）グループインタビューの結果 
消費者のゲノム編集に対する認識について、より詳しく理解するために、消費者に自由にゲ

ノム編集作物に関する疑問や意見を述べてもらうグループディスカッションの機会を設けた。
調査会社のモニター登録者から年齢と性別などを考慮して 24名を抽出し（札幌都市圏居住者）、
6名単位でグループを作った。その上で、2時間程度自由に意見を出していただいた。その結果
に関しては発言記録を解析し、ブックレットとしてとりまとめ、公刊した（三上・立川、2019）。 
結果において特徴的な論点としては、遺伝子を操作するという点では、ゲノム編集技術も遺

伝子組換え技術もそれほど大きな違いはないとみられている点、リスクも大きいがベネフィッ
トも大きい技術と認識されている点、ゲノム編集作物に由来した食品に対して選択できるよう
に、「表示」を望む意見が多く聞かれた点などがあげられる。消費者がゲノム編集作物に対する
抱く期待や懸念が多方面から出されたが、ここでは３点について指摘する。①自然と人工、②
時間性、③選択権という点である。これらは全体として、ゲノム編集作物に対するガバナンス
のあるべき方向性を左右する論点ともなる。 
 
①自然と人工：今回の消費者の意見では、遺伝子を操作する（「いじる」）という点では、ゲ

ノム編集技術も遺伝子組換え技術もそれほど大きな違いはなく、突然変異と同じ結果を正確に
作り出せるということが自然ではない（人工的なもの）という印象を抱くという発言が見られ
た。結果的に、DNA 操作技術であるという点で、ゲノム編集技術の規制を遺伝子組換え技術の
それと区別する理由はないとの意見に結びつく傾向が見られた。 
 
②時間性：消費者は長期的な観点から安全性に対して担保されることを希望している点が明

らかになった。具体的には、新技術が登場したのが最近であることから、最初は「厳しめ」の
ルールをもとに使用してほしいという意見が多く表明された。 
 
③選択権：ゲノム編集作物に由来した食品に対して選択できるように、「少なくとも表示はし

てほしい」という意見が多く聞かれた。遺伝子が改変された痕跡が残らないことは、むしろ表
示が必要であるという方向に感じ取られている。 
 
上記でも述べた通り、今回参加した消費者の視点からみれば、ゲノム編集作物はむしろ遺伝



子組換え作物に近いもの、従って規制を区別する意味が見当たらないと感じられた。このよう
にゲノム編集作物に対しても規制することが望ましいとの意見の背後に存在する消費者の考え
方が明らかになった。 
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